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要 旨
　2015年 9 月の国連サミットを契機に，世界共通のソフトローが誕生した．それが，Sustainable 
Development Goals，通称 SDGs（持続可能な開発目標）である．現在，世界中の企業が CSR の取組に
SDGs の視点を加えたり，CSR から SDGs への転換を図ったりと国内外のビジネスチャンスの獲得に向
けて活発な動きを見せている．そのため，各国企業に遅れを取ることのないようわが国の産業界や経済
団体も SDGsに対する積極的な取組を見せ始めている．
　本稿は，CSR から SDGs への転換や，SDGs に取り組むことは企業にとってどのような意味があるの
か，国内外の政府及び企業の SDGsに対する動きを紹介するとともに，社会からの期待に企業はどのよ
うに応えようとしているのかについて，若干の考察を試みるものである．
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Ⅰ は じ め に
　2015年 9 月の国連サミットは，「世界を変革す
る」ことに193の国連加盟国首脳が合意し，各国・
地域が抱える課題の解決に企業がともに取り組む
ことがコミットされるという記念すべきものとな
った．とりわけ，世界共通のソフトローが採択さ
れたことは，注目を浴びた．そのソフトローが，
Sustainable Development Goals，通称SDGs（持続
可能な開発目標）である．
　現在，世界中の企業がCSRの取組に SDGsの視
点を加えたり，CSRから SDGsへの転換を図った
りと国内外のビジネスチャンスの獲得に向けて活
発な動きをみせている．そのため，各国企業に遅
れを取ることのないようわが国の産業界や経済団
体は SDGsに対する積極的な取組を見せ始めてい
る．とりわけ経営トップの SDGs の達成に向けた
働きかけが顕著である．
　たとえば，日本経済団体連合会（以下「経団連」
という．）が，2017年11月に SDGsの観点から「企
業行動憲章」及び「実行の手引き」を改定した．
これは，「SDGsの達成には，トップのリーダーシ
ップが鍵となる」との考えによるもので，経団連
は，「企業行動憲章」を改定することで，経営トッ
プの SDGsの達成に向けた取組を推進することと
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した．
　金融界も SDGs には素早く対応している．日本
証券業協会は，2017年 9 月に SDGs で掲げられて
いる社会的な課題に積極的に取り組んでいくため，
同協会会長の諮問機関として「証券業界における
SDGs の推進に関する懇談会」を設置した．全国
銀行協会 は，2018年 3 月15日に銀行役職員の行動
規範・倫理規範である「行動憲章」を改定し，
SDGs の課題を盛り込んだ．りそな銀行，埼玉り
そな銀行及び近畿大阪銀行は，2017年12月に「全
国版CSR私募債～日本万博・SDGs応援ファンド」
の取扱いを開始している．
Ⅱ CSRからの転換
1 ．CSRの定義
　SDGsに取り組んでいる日本企業の多くは，元々
CSR（corporate social responsibility, 企業の社会的
責任1））に取り組んでいることが多い．そのため，
CSRを所管する部署を設置している企業は，SDGs
に取り組むに当たりCSR所管部局の中に SDGsの
担当を置いたり，SDGs 推進室などへと部署名を
変更したりするケースが多く見受けられる．企業
のホームページを見ると，CSR は，一般的には，
環境活動，ボランティア，寄付活動など，企業と
しての社会貢献の活動を指している．
　わが国におけるCSRの歴史は古く，商人道の底
流には「企業の社会的責任」の概念が流れていた
といわれている2）．特に注目が集まったのは，2003
年いわゆるわが国の CSR 元年以降である．現在，
多くの企業がCSRに取り組み，わが国では様々な
主体がCSRの定義や解釈を試みているが，CSRと
は，まだまだ不明確なものである．まず，各見解
を見てみる．
　行政としては，経済産業省と環境省がCSRに対
する取組を行っている．経済産業省はCSRについ
て「『企業の社会的責任』とは，企業が社会や環境
と共存し，持続可能な成長を図るため，その活動
の影響について責任を取る企業行動であり，企業
を取り巻く様々なステークホルダーからの信頼を
得るための企業のあり方を指」すとしている3）．環
境省は，「平成19年版環境白書」で CSR を「企業
は社会的な存在であり，自社の利益，経済合理性
を追求するだけではなく，ステークホルダー全体
の利益を考えて行動するべきである」と定義して，
法令等の遵守，環境保護，人権擁護，消費者保護
等の社会的側面にも責任を有するという考え方を
示している．しかし，それらを義務付ける法律は
なく，これら行政機関は，「民間にできるものは民
間に」という立場を取っている．
　学術的には，大隅健一郎教授が，社会的責任と
は「企業が社会公共の利益に反するようなことを
してはならないということ」と解し得るとしてい
る4）．田中誠二教授は，「会社の社会的責任という
ことを法学で取り扱う場合には，『会社の社会一般
に対する法的責任』という意義であって，『社会
的』という形容詞は，特定の会社又は個人に対す
るものではなく，『社会一般に対する』という意義
に解されている」とし，「社会一般に対する法的責
任ということを内容的にいうと，慈善団体や失業
者保護施設への寄附，学術研究・文化進展のため
の寄附等の行動，環境改善や地域社会改良のため
の行動をなすべき責任であり，一口でいえば，社
会的，経済的，または環境的条件のための寄付や
出捐をなす責任を意味すると思う」と私見を述べ
ている5）．竹内昭夫教授は，社会的責任とは，「法
律的責任を果した上でそれに加えて要求される」
ものとしている6）．菅原菊志教授は，企業の社会
的責任は「多種多様の事柄を含んでいるので，そ
のまま法律条文の中に用いるには，余りにも曖昧
な概念」と述べている7）．
　また，東京地裁は，「企業の社会一般に対する責
任として問題とされる事項は，大別すると，（イ）
買いだめ，売り惜しみなどによる物価騰貴，（ロ）
産業廃棄物などによる公害，（ハ）欠陥商品などに
よる消費者無視，（ニ）慈善事業や政治団体に対す
る寄附が挙げられる」と言及している8）．
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2 ．企業の取組
　2003年以降に CSR の取組が活発化した背景に
は，国の限界を超えた社会問題の存在がある．生
活に対する不安や環境問題，公害問題，雇用問題，
そして次世代の社会保障問題など私たちの周りに
は多くの社会問題が溢れかえっているが，それら
は政府つまり法的責任の限界を超えてしまった．
そのため，ステークホルダーが，目まぐるしく変
わる社会に対応できるのはもはや国ではなく企業
のみという結論に達したため，企業は社会問題に
対して無関係を装うことができない時代を迎える
ことになった．加えて，企業のCSRへの活発な取
組は，何よりグローバル化を視野に入れた企業自
らの意識改革によるともいえる．換言するならば，
CSRに注目が集まる背景には，企業が社会におい
て重要かつ大きな存在になったということがいえ
よう．このことは，1970年代に既に石井照久教授
と鴻常夫教授により「株式会社が公共的性格を有
するものとなっており，国民生活上，その果す役
割がきわめて重要であることは，つとに認識され
ており，このこと自体は否定しがたいことである」9）
と指摘されていることからも分かる．
　よって，わが国においても，CSR活動報告を作
成し，自社のホームページなどで公表するととも
に，専門部署を設置しCSRの推進体制を置く会社
が増えてきた．このことは，CSRが自主的なもの
である一方，多くの経営者が情報開示と評価の重
要性が企業活動の中で，また企業価値向上のため
に必須であることを強く認識していることの現れ
である．しかし，企業から発信されている情報が，
どれだけ信頼できるものかは分からない．社会的
責任といいつつ，その取組は義務からの派生とも
いえなくはない．
　わが国の企業は，伝統的に地元社会との繋がり
を大事にしてきた．企業が地元のイベントに協賛
したり，祭に参加したり，場を提供したりするこ
とは従来から行われてきたことである．これは，
企業が地元社会や住民から企業活動に対して理解
を得，信頼を得ることで事業をより行い易く，ま
た成功に繋げるために必要不可欠なものである．
しかし，CSR報告といいつつ，地元のイベントに
参加する社員，清掃活動に取り組む社員の写真を
アップしたホームページから抜け出すことができ
ないのも，日本企業のCSRの取組の実情でもある．
3 ．CSRから SDGsへ
　わが国のCSRの取組の多くは，利益の一部を寄
付するタイプの社会的貢献である．米国のCSRは
フィランソロピー（寄附貢献活動）そのものだと
いえるが，わが国のCSRも見返りを求めるもので
はないため，米国のCSRと同類といっても過言で
はない．フィランソロピーそのものを否定するつ
もりは全くないが，経済活動を続ける上では寄付
活動がゴールでは，企業には循環した経済活動が
何も生まれない．その点，SDGs は寄付に留まら
ず，社会課題の解決や新たな経済活動，つまり社
会，経済，環境の三側面から相乗効果を生み出す
ことができる．
　CSRの取組は，確かに社会から信頼や投資に結
びつく．しかし，企業の業種や規模，地域によっ
てCSRの内容は違うため，機関投資家の興味を引
いたり，評価を得たりすることは難しい．自らが
CSRを通じてどのような問題を解決すべきか，ま
た解決できるかを明確にすることも簡単ではない．
　その点，SDGsは世界共通の言語であるため，投
資家へのアピールが容易である．たとえば，企業
は SDGsのアイコンを使い，自社が進める取組が
何番のゴールを目指すものであるかと示すだけで，
機関投資家は当該企業がどのような社会課題を解
決しようとしているのか簡単に理解することがで
きる．企業のブランド価値や競争力を高め，さら
にESG投資の活性化や，よりよい社会につながる
という好循環が生まれるという点からみても，企
業がCSRから一歩踏み出し SDGsに取り組むこと
は大きな意義がある．
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Ⅲ SDGsとは何か
　SDGs は，2015年を目標年とした MDGs（国連
ミレニアム開発目標，Millennium Development 
Goals．以下「MDGs」という．）を引き継ぐ2030
年を期限とする先進国を含む国際社会全体の目標
である．法的拘束力も罰則規定もないにも拘らず
社会課題解決の取組に関する「世界の共通言語」
とされており，人材・技術・資金を持つ企業の貢
献への国際社会の期待は大きい．本章では，SDGs
とは一体何なのか，具体的にみてみる．
1 ．背 景
　SDGs の背景は，次のとおりである．最初に
「SDGs」というワードが使われたのは，2011年の
夏，翌2012年にリオ＋20（国連持続可能な開発会
議）の開催を控えた準備会合の時である．コロン
ビアが提案し，グアテマラが支持する提案がSDGs
であり，のちにMDGsを引き継ぐ形となった10）．
　MDGsは，2000年に採択された開発分野におけ
る国際社会共通の目標である．2000年 9 月にニュ
ーヨークで開催された国連ミレニアム・サミット
で採択された「国連ミレニアム宣言」を基にまと
められた．MDGsは，極度の貧困と飢餓の撲滅な
ど，2015年までに達成すべき 8 つの目標を掲げ，
2001年からの15年間で世界の貧困を半分にすると
いう一定の成果を上げることができた．
　しかしその一方で，残る 8 億人の貧困層をどう
するかという問題や，地球環境，ジェンダーとい
った多様な問題を残すこととなった．その問題解
決を達成するため，2015年 9 月にニューヨークの
国連本部において，「国連持続可能な開発サミッ
ト」が開催され，193の国連加盟国首脳の参加の
下，その成果文書として，「我々の世界を変革す
る：持続可能な開発のための2030アジェンダ
（Transforming our world: the 2030 Agenda for 
Sustainable Development）」（以下「2030アジェン
ダ」という．）が全会一致で採択された．この2030
アジェンダでは，持続可能な開発のための行動計
画として，「誰一人取り残さない（No One is Left 
Behind）」をコンセプトに，宣言及び目標等が掲
げられた．その中核文書が，17のゴール（目標）
と169のターゲット等からなる「SDGs」である11）．
SDGsは2016年 1 月からスタートし，経済成長，社
会的包摂，環境保護を核とした持続可能な開発を
目的とした国際的に重視される社会課題のほとん
どが網羅されている．
2 ．SDGsとMDGsの違い
　SDGsがMDGsを引き継ぐものであることは上
述したとおりであるが，具体的な違いはどこにあ
るのだろうか．まず第 1 に，対象の違いが挙げら
れる．MDGsが開発途上国を対象としたのに対し
て，SDGs は先進国を含めたすべての国に適用さ
れる目標とされている．そのため，MDGsでは開
発途上国のみが進捗状況を報告していたが，SDGs
では先進国にも報告が求められている．わが国も，
毎年 7 月にニューヨークの国連本部で開催されて
いる国連ハイレベル政治フォーラム（The United 
Nations High-level Political Forum；HLPF）や日本
政府公式サイドイベントにおいて，2017年から国
内の SDGsの施策や取組を国外に情報発信してい
る．第 2 に，ゴールの対象範囲である．MDGsが
貧困に起因する社会課題の解決を中心とした 8 の
ゴールと21のターゲットであったのに対して，
SDGs は経済成長や社会インフラ，都市問題，人
権，気候変動など，多様かつ広範な17のゴールと
169ターゲットに大幅に増加した．第 3 に，MDGs
は，「何をすべきか」という行動目標であったのに
対して，SDGs は2030年に世界が「どういう状態
になっていなければいけないか」という成果目標
（バックキャスティング）になっている．
3 ．特 　 徴
　SDGs の特徴として最初に挙げられるのは，法
的拘束力も罰則規定もない，いわゆるソフトロー
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である点である．加えて，SDGs は，組織が一丸
となって2030年までの社会課題解決の取組に対す
る「世界の共通言語」という位置づけという点で
ある12）．2030年までに達成すべき国際的に重視さ
れる社会課題のほとんどが網羅された17のゴール
が設定され，それらが国際社会の「共通言語」と
して設定された意味は大きい．つまり，これは投
資家の目により企業の事業や取組がCSRの評価以
上に SDGs に具体的に照らし合わされ，評価につ
ながることを意味する．よって，わが国を含む各
国政府はソフトローである SDGsの達成に努める
ことを約束している．SDGs は，対象範囲が極め
て広範で，すべての国・地域に適用されるため，
SDGs 達成に向けて，人材・技術・資金を持つ企
業の貢献に対する国際社会の期待はとても大きい．
企業からすれば，法的には SDGsへの対応が義務
付けられていないとはいえ，今後の企業活動をグ
ローバル的に考えるならば，SDGs を無視するこ
とはできない．
図 1　SDGsのロゴ
（出典）国際連合広報センター
Ⅳ わが国の動向
　2030アジェンダが採択されて以降，わが国は
SDGs に対してどのような動きをみせているのだ
ろうか．以下，政府・各省の動向をみてみる．
1 ．政府の動向
⑴ 持続可能な開発目標（SDGs）推進本部等の
設置
　2016年 5 月20日，SDGs に係る施策の実施につ
いて，関係行政機関相互の緊密な連携を図り，総
合的かつ効果的に推進するため，内閣総理大臣を
本部長とし，内閣官房長官と外務大臣を副本部長，
他の全ての国務大臣を本部員とする「持続可能な
開発目標（SDGs）推進本部」（以下「SDGs 推進
本部」という．）を設置することが閣議決定され
た．2016年 5 月20日に第 1 回会合が開かれ，わが
国として SDGs の実施に率先して取り組むべく，
安倍晋三総理大臣の指示の下，今後，持続可能な
開発目標の実施のために日本政府としての実施指
針を策定していくことを決定した13）.併せて，わが
国がSDGsの取組において世界をリードするよう，
緊密に連携し，政府一丸で取り組むよう指示が出
た．
　第 2 回会合（2016年12月22日開催）においては，
わが国が2030アジェンダの実施に係る重要な挑戦
に取り組むための国家戦略として，「持続可能で強
靱，そして誰一人取り残さない，経済，社会，環
境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目
指す」ことをビジョンとする「持続可能な開発目
標（SDGs）実施指針」が決定された．その中で，
企業の役割について「SDGsの達成のためには，公
的セクターのみならず，民間セクターが公的課題
の解決に貢献することが決定的に重要であり，民
間企業（個人事業者も含む）が有する資金や技術
を社会課題の解決に効果的に役立てていくことは
SDGs の達成に向けた鍵でもある．既に一部の民
間企業が SDGsに社会貢献活動の一環として取り
組むのみならず，SDGsを自らの本業に取り込み，
ビジネスを通じて社会的課題の解決に貢献するこ
とに取り組んでおり，政府としてこうした動きを
歓迎する．また，今後の2030アジェンダの実施に
際して，先進的な取組を行っている民間企業等の
グッド・プラクティスの共有や表彰等による奨励
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策の検討を進め，民間企業とのさらなる連携の強
化を図り，さらに，民間企業がイノベーションを
生み出すための支援や環境整備に取り組む．中で
も，ビジネスと人権の観点に基づく取組やESG投
資，社会貢献債等の民間セクターにおける持続可
能性に配慮した取組は，環境，社会，ガバナンス，
人権といった分野での公的課題の解決に民間セク
ターが積極的に関与する上で重要であるのみなら
ず，こうした分野での取組を重視しつつあるグロ
ーバルな投資家の評価基準に対し，日本企業が遅
れをとらずに国際的な市場における地位を維持す
るためにも極めて重要である．このための環境づ
くりに向けた政府の施策を進めるとともに，民間
企業の取組を後押しする」と，SDGs 達成に向け
た取組の推進に当たっての企業の役割の重要性が
指摘されている14）．
　また，同指針の中では，「あらゆる人々の活躍の
推進」をはじめとする 8 つの優先課題と具体的な
施策が示されている15）．それは，わが国ならでは
の SDGsモデルを推進することで企業や雇用の創
出を促し，豊かで活力のある未来の実現を世界に
発信していくためのものである16）．
　わが国の SDGs推進の取りまとめを行っている
外務省によれば，「政府は，積極的に SDGsに取り
組む企業の足かせになるような規制や慣行をなく
していく．自主的な創意工夫で取り組むのがSDGs
であり，それが企業のブランド価値や競争力を高
め，さらにESG投資の活性化や，よりよい社会に
つながるという好循環が生まれる．政府が全面的
に支援することで輝かしい未来を実現したい」と
説明している17）．
　日本を含む各国政府は SDGsの達成に努めるこ
とを約束し，進捗を報告することになっている．
指標による毎年の進捗計測とともに， 4 年に 1 回
提出される「グローバル持続可能な開発報告
（Global Sustainable Development Report ；
GSDR）」による評価も行われる．そのため，第 3
回会合（2017年 6 月 9 日開催）ではその報告内容
についても協議された．わが国の取組については，
早速，2017年 7 月にニューヨークで開催された国
連ハイレベル政治フォーラム（the United Nations 
High-level Political Forum ；HLPF）18）「自発的国家
レビュー」セッションにおいて，岸田文雄外務大
臣（当時）が，SDGsは，「日本を元気にし，世界
を元気にする取組」であると指摘した上で，「政府
だけでなく，市民社会や民間企業等を巻き込んだ
日本の多様な叡智を結集させ，国内外で具体的な
アクションを起こしていく，これこそが日本の進
むべき道」との決意を表明した19）．また同大臣は，
約10億ドルを拠出して，世界の SDGsの取組を支
援していく方針を発表した．
　第 4 回会合（2017年12月26日開催）においては，
「SDGsアクションプラン2018」を決定した．同プ
ランは，わが国に世界の注目が集まる機会，たと
えば，2019年に大阪で開催されるG20サミットや
横浜市で開催されるアフリカ開発会議（Tokyo 
International Conference on African Development；
TICAD），2020年東京オリンピック・パラリンピ
ック大会の開催，2025年の万博招致も最大活用し，
わが国の「SDGs モデル」を世界に発信すること
を目指している．その方向性や主要な取組を具体
的に盛り込んだものが，「SDGsアクションプラン
2018」に示されている．わが国の「SDGsモデル」
は，少子高齢化や国際社会共通の課題への対策等，
SDGs 達成に向けて，世界に率先して行動し，日
本経済の持続的な成長につなげていくことを目的
としており，日本の SDGsモデルを特色付けるも
のとして， 3 つの柱を掲げている．それらは，①
SDGsと連動した，官民挙げての「Society 5.0」の
推進　② SDGs を原動力とした地方創生　③
SDGs の担い手である次世代・女性のエンパワー
メント―であるとともに方向性の 1 つとしてが掲
げられ，ベンチャー企業支援を含む SDGs 経営推
進イニシアティブや投資促進の仕組み，SDGs に
資する科学技術イノベーションのための国際ロー
ドマップなど，企業の取り組みをさらに後押しす
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る施策が打ち出された20）．第 5 回会合（2018年 6
月15日開催）においては，政府一丸となって，
SDGs アクションプラン2018に基づき，取組をさ
らに前進させ，その成果を国際社会に発信・展開
していくことが確認され，企業については，西銘
恒三郎経済産業副大臣が「日本企業の価値への理
解を高めるとともに，日本企業がフロントランナ
ーとして SDGsを実現するため，ESG投資・対話
の促進，ソサエティ5.0の海外展開プロジェクト組
成支援等を積極的に行」うと述べている．
⑵ SDGs円卓会議
　2016年 9 月には，SDGs の達成に向けたわが国
の取組を広範な関係者が協力して推進していくた
め，行政，NGO・NPO，有識者，民間セクター，
国際機関，各種団体等の関係者が集まり，意見交
換を行う「持続可能な開発目標（SDGs）推進円卓
会議」が，SDGs推進本部の下に設置された（2016
年 9 月 8 日SDGs推進本部幹事会決定）．第 4 回会
合（2017年12月 6 日開催）では，ビジネスを通じ
た SDGsの達成に向けた取組推進のあり方や，あ
るべき政府からの後押し等についての意見交換が
行われ，同円卓会議構成員から様々な意見が出さ
れた21）．
　たとえば，年金積立金管理運用独立行政法人
（Government Pension Investment Fund: GPIF，以
下「GPIF」という．）理事長の髙橋則広氏からは，
「日本企業の間でも，SDGsを経営戦略に取り込み，
事業機会として生かす動きが少しずつ広がってき
ている．企業と社会の共通価値創造（CSV）によ
って企業価値が持続的に向上することは，GPIFに
とって長期的な投資リターンの拡大に繋がる」，
「GPIF は，2017年 7 月，日本株の ESG 指数とし
て，環境，社会，ガバナンス全般を考慮に入れた
総合型指数 2 つと，女性活躍に着目したテーマ型
指数 1 つを選定し，同指数に連動したパッシブ運
用を開始．ESG指数の活用が，日本企業のESG評
価を高めるインセンティブとなり，長期的な企業
価値の向上に繋がることを期待している」，「2017
年10月には，世界銀行グループと債権投資とESG
に関する共同研究を開始．持続可能な投資の促進
に向け，連携していきたい」との発言があった．
　また，SDGs 達成に向けた企業・団体等の取組
を促し，オールジャパンの取組を推進するために，
SDGs達成に資する優れた取組を行っている企業・
団体等を，SDGs 推進本部として選定し表彰する
ことを目的に「ジャパン SDGs アワード」を2017
年からスタートした．民間企業，市民社会，地方
公共団体等の社会の多様なアクターが手を携え
て行動する，PPAP（Public Private Action for Part- 
nership）というアプローチを重視し，企業・団体
等による SDGs達成に向けた活動が加速度的に拡
大している中，企業・団体等の優れた取組を政府
全体として表彰することにより，こうした潮流を
さらに後押ししていくことを目的としている．
　初年度の2017年度は，280を超える企業・団体か
らの応募があり，その中から SDGsの推進を通じ
て，「豊かで活力ある未来像」を創っていくトップ
ランナーとして，社会的責任を超えた本業として，
SDGsに取り組む企業などが表彰された22）．
2 ．各省庁の動向
　わが国における SDGsの取組については，外務
省が取りまとめを行っており23），SDGs推進本部の
会合等の開催やジャパン SDGsアワードの運営な
どを担当しているが，各省庁にも動きがみられる．
⑴ 内 閣 府
　内閣府は2017年 6 月に「自治体 SDGs推進のた
めの有識者検討会」を設置し，同年11月に地方創
生における自治体 SDGs達成のための取組を推進
するに当たっての基本的考え方を取りまとめてお
り，同検討会の委員からは，具体的な施策として
『「地方創生に向けた自治体 SDGs 推進のあり方」
コンセプト取りまとめ』が提言された24）．また，
自治体によるSDGsの達成に向けた取組を公募し，
応募自治体の中から優れた取組を提案する29自治
体を「SDGs 未来都市」として選定し，その中で
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10の先導的な取組を「自治体 SDGs モデル事業」
として選定した．この SDGs 未来都市・モデル事
業の選定が，他の都市選定と大きく違うのは，企
業との連携が必須要件となっている点である．つ
まり，提案自治体には，経済・社会・環境の三側
面の統合を強く意識したモデル事業を設計すると
ともに，自立性や企業との意欲的な連携を織り込
んだ自律的好循環を導く具体的かつ実現可能性の
ある事業への取組を求めている点である．よって，
内閣府は，企業との連携を図り，自律的好循環を
目標とする選定都市に財政支援しつつ，成功事例
の普及展開等を行うことで地方創生の深化につな
げていく予定である25）．SDGs未来都市の選定や自
治体SDGs（全国の自治体による地域のステークホ
ルダーと連携した SDGs の目標達成に向けた積極
的な取組の総体をいう）の推進においては，民間，
とりわけ企業との連携を重視している．
　さらに，地方自治体及び地域経済に新たな付加
価値を生み出す企業，専門性を持ったNGO・NPO，
大学・研究機関等の広範なステークホルダー等と
のパートナーシップの深化，官民連携の推進を図
るため，多様なステークホルダー，とりわけ民間
企業と自治体等の連携を加速化させるため，「地方
創生 SDGs 官民連携プラットフォーム」を設置し
た．筆者は，内閣府において SDGs の推進を担当
しているが，我々担当者は，この地方創生 SDGs
官民連携プラットフォームを通じて，民間企業が
地域の社会的課題の解決に向け，SDGs を自らの
本業に取り込み，ビジネスを通じた参画を促進す
ることを期待している．
　地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームの具
体的取組には，①マッチング支援（研究会での情
報交換，課題解決コミュニティの形成など），②分
科会開催（会員の提案により分科会を設置し，議
論の深化とプロジェクト化するもの），③普及促進
活動（フォーラム等の開催，展示会出展，後援名
義承認など）がある．中でも①マッチング支援は，
民間団体等が地方自治体とともに来像を実現する
ための課題と，それを解決するノウハウや知見の
共有が進むよう情報交換や連携促進ができるよう
支援していくものである26）．2018年 9 月 3 日には，
地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム設立総
会・キックオフイベントを開催し，既に会員同士
の情報交換やマッチングが始まっている．会員数
は2018年 8 月21日現在で388団体に上っている．そ
の内訳は，地方公共団体（ 1 号会員）が203団体，
国の機関（ 2 号会員）が19団体，そして民間団体
（ 3 号会員）は166団体であり，本プラットフォー
ムの中では分科会の提案など企業の積極的な動き
が見られ，それら企業による取組は大いに期待で
きるものと思料する．
⑵ 環 境 省
　環境省は，2016年 8 月から「持続可能な開発目
標（SDGs）ステークホルダーズ・ミーティング」
を開催している．同ミーティングは，境側面から
の SDGsの実施を推進するために，民間企業や自
治体，NGOなどの様々な立場から先行事例を共有
して認め合うことを目的とし，さらなる取組の弾
みをつける場として開催している．
　これまでの会合では，SDGs ゴール12「持続可
能な生産・消費形態の確保」に係る民間企業の取
組に焦点を当てCSR報告書等で SDGsについて特
徴的に記載している企業のCSR担当者などから事
例発表や，自社事業において SDGsに取り組んで
いる企業から国際的にも評価されている事例の紹
介等が行われている．
⑶ 経済産業省
　経済産業省は，「価値協創のための統合的開示・
対話ガイダンス―ESG・非財務情報と無形資産投
資―」（平成29年 5 月29日経済産業省策定）を踏ま
えた企業と投資家の対話の場として，「統合報告・
ESG対話フォーラム」を2017年12月に立ち上げた．
本フォーラムの目的は，企業の統合的開示の好事
例の分析を行い，その成果を広く公表することに
より，企業の ESG（環境，社会，ガバナンス）要
素も念頭に置いた中長期的な価値向上に資する開
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示を促進することにある．併せて，同時に投資家
の投資手法を検討し，優れた投資手法の普及・発
展を促進し，これらにより企業と投資家の対話が
深まることを通じた，日本企業の「稼ぐ力」の更
なる向上を目指すとしている27）．
　また，同省は，SDGs に向けた国際標準化戦略
への支援を検討しており，SDGs に向けた国際標
準化のアイデアを受け付けた（2018年 3 月30日締
切）．同省は，世界全体の課題の解決に向けたソリ
ューションの提供は，大きなビジネス機会と捉え，
17の各ゴール（目標）に関する市場規模は，小さ
いもので70兆円，大きいもので800兆円に上ると見
ている28）．同省は，これらの SDGs 関連の国際市
場へアクセスするためには，たとえば，ゴールに
関連した製品やサービスの品質認証による差別化
や，SDGs 達成に貢献する経営規範の確立・認証
など，国際標準化を活用した手法が重要になるこ
とを予想しており，こうした国際標準を，認証・
規制，調達基準等への紐付けと組み合わせること
で世界に普及するルール形成戦略は，日本企業が
SDGs 関連市場でビジネス機会を見いだし，成長
しながら，世界の課題解決に貢献することを可能
にすると考えている．
Ⅴ 企業・経済団体の取組・動向
　SDGs においては，政府だけでなく，経済・産
業界も企業に対しての取組の推進，とりわけ経営
トップの SDGs の達成に向けた働きかけが顕著で
ある．
1 ．経団連の取組
　企業・経済団体の動きとしては，経団連が，2017
年11月に SDGs の観点から「企業行動憲章」及び
「実行の手引き」を改定した．これは，「SDGs の
達成には，トップのリーダーシップが鍵となる」29）
との考えによるもので，経団連は，「企業行動憲
章」を改定することで，経営トップの SDGs の達
成に向けた取組を推進することとした．企業行動
憲章の前文で新たに明記された「持続可能な社会
の実現に向けた企業の役割」の達成に向けて，イ
ノベーションを通じた経済成長と社会的課題の解
決，人権の尊重，ステークホルダーとの信頼構築，
働き方の改革などに関する具体的な取組例を幅広
く提示している．また，それらの改定では，IoT
やAI，ロボット等を通じて社会課題の解決と未来
創造を進める新たな経済成長モデル「Society5.0」
を通じた SDGs 達成への貢献が掲げられている．
それは，「Society5.0」が示す課題解決と未来創造
の視点を兼ね備えた成長モデルが，SDGs の理念
と軌を一にするものであり，経団連の，持続可能
な経済成長と社会的課題解決の同時実現をリード
していきたいとの考えによるものである30）．
　企業行動憲章の主な改定ポイントは，次のとお
りである31）．
◦サブタイトルを「持続可能な社会の実現のた
めに」へ変更
◦イノベーションを発揮して，持続可能な経済
成長と社会的課題の解決を図ることを新たに
追加（第 1 条）
◦人権の尊重を新たに追加（第 4 条）
◦働き方の改革の実現に向けて表現を追加（第
6 条）
◦多様化・複雑化する脅威に対する危機管理に
対応（第 9 条）
◦自社・グループ企業に加え，サプライチェー
ンにも行動変革を促す（第10条）
◦そのほか，実行の手引きにおいて，SDGs の
達成に資するアクションプランの例やコラム
を追加
2 ．金融界の主な動向
　金融界も SDGsには素早く対応している．
　日本証券業協会は，2017年 9 月に SDGs で掲げ
られている社会的な課題に積極的に取り組んでい
くため，同協会会長の諮問機関として「証券業界
における SDGsの推進に関する懇談会」を設置し
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た．また，同懇談会における検討テーマを個別に
検討するため，証券業を通じ，貧困，飢餓や気候
変動といった社会的課題の解決へ資金が供給され
るよう，たとえば，インパクト・インベストメン
トの推進に向けた方策の検討を行う「貧困，飢餓
をなくし地球環境を守る分科会」，既に各社で行わ
れている取組を踏まえ，業界横断的に底上げを図
るための施策等についての検討を行う「働き方改
革そして女性活躍支援分科会」，その他，次世代を
担う子ども達へ平等に教育の機会が与えられるよ
う，たとえば，子どもを支援するNPO法人等への
支援の方法や証券業界としての専門知見を活かし
た援助の可能性についての検討を行う「社会的弱
者への教育支援に関する分科会」を同懇談会の下
部機関として設置した32）．そして，SDGsの達成に
貢献するとともに，証券業自らも持続的な成長を
目指し，2018年 3 月22日に「SDGs 宣言」を発表
している．同宣言では，次のように明言してい
る33）．
⑴　貧困，飢餓をなくし地球環境を守る取組み
―証券市場が有する資金調達・供給機能等を
通じて，社会課題の解決を目指す
⑵　働き方改革そして女性活躍支援を図る取組
み―ワーク・ライフ・バランスの推進等を通
じて，働きがいのある職場づくりを目指す
⑶　社会的弱者への教育支援に関する取組―
様々な環境に置かれている子ども達への支援
等を通じて，あらゆる機会を平等に与えられ
る社会の実現を目指す
⑷　SDGs の認知度及び理解度の向上に関する
取組み―本協会及び会員証券会社の役職員の
SDGsに関する当事者意識を高めるとともに，
国内外における SDGsに対する認知度及び理
解度の向上を目指す
　全国銀行協会34）は，2018年 3 月15日に銀行役職
員の行動規範・倫理規範である「行動憲章」を改
定し，SDGsの課題を盛り込んだ．具体的には，環
境課題，人権問題等の社会課題，ガバナンス強化
に関する内容を加え，ESGの視点を強く意識した
内容となっている．主な改定は，次のとおりであ
る35）．
◦第 1 条「銀行の公共的使命」の解説第 5 項に，
「持続可能な社会の実現に向けた責務」とし
て，「国内外において持続可能な開発目標
（SDGs）の達成に向けた取組みが進められて
おり，環境問題，人権問題などの社会的課題
への対応や，当該問題に取り組むうえでのガ
バナンス体制の構築を進めていくことが重要
である」を新設
◦第 2 条「質の高い金融サービスの提供」では，
解説の中でESGの考え方を踏まえた取組，及
び取引先の経営に対する金融機関のサポート
の重要性について追記
◦第 5 条「人権の尊重」を新設し，「すべての
人々の人権を尊重する」と規定
◦第 7 条「環境問題への取組み」の解説第 2 項
に，「気候変動への適応を含めた地球温暖化対
策」と，気候変動適応を追加
◦第 8 条「社会参画と発展への貢献」では，解
説第 2 項に「NPO・NGO，地域社会等との連
携」を規定し，社会貢献活動に留まらず，課
題に関心を持つステークホルダーと協働のう
え，社会に参画し，課題解決に貢献すること
が重要であることを明確化
◦第 9 条「反社会的勢力との関係遮断，テロ等
の脅威への対応」では，解説第 4 項に「テロ
等の脅威への対応」を新設し，マネー・ロー
ンダリング対策やテロ資金供与対策を強化し
ていくと規定
　りそな銀行，埼玉りそな銀行及び近畿大阪銀行
は，2017年12月に「全国版 CSR 私募債～日本万
博・SDGs応援ファンド」の取扱いを開始した．こ
れは，私募債発行額の0.1％相当額を万博委員会な
らびにSDGs推進関連団体へ寄付するという商品で
ある．2018年 5 月分まで上限200億円でスタートし
たが，同年 3 月に発行枠を500億円に拡大している．
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3 ．海外の動向
　では，海外の動向はどうだろうか．海外での動
きは，わが国よりも早くから始まっている．たと
えば，2030年アジェンダの採択前の2015年 7 月に
は，アフリカ開発銀行，アジア開発銀行，欧州復
興開発銀行，欧州開発銀行，米州開発銀行，世界
銀行等の国際開発金融機関（MDBs）と国際通貨
基金（IMF）が，SDGs の達成に向けて 3 年間で
4,000億米ドル以上の追加資金を提供し，官民セク
ターと密接に連携して開発途上国らの支援に取り
組んでいくことを発表した．
　2016年 4 月には，金融指数開発世界大手の
MSCI が，社会課題や環境課題に対処する製品や
サービスを提供する上場企業のみを集めた新たな
インデックス“MSCI ACWI Sustainable Impact 
Index”を発表した．その測定手法“MSCI ESG 
Sustainable Impact Metrics”は，SDGs に沿った
内容となっている36）．
　世界銀行（国際復興開発銀行，International 
Bank for Reconstruction and Development:IBRD）
は，2017年 3 月に SDGs の実現を推進する企業の
株価に連動する新たな世銀債を初めて発行した37）．
株価指数と連動するこの債券により，仏伊両国の
機関投資家から計 1 億6,300万ユーロが調達され，
SDGsに沿ったプロジェクトに融資している．
　英国の大手銀行HSBCは，2017年11月に民間銀
行初の SDGsボンド（10億ドル）発行を発行した．
また同月，HSBC は気候変動対策や持続可能な成
長支援のため2050年までに総額1,000億ドル（約11
兆3,000億円）の持続可能な投融資を実施すると宣
言した38）．
　ドイツ銀行と独インデックス開発大手 Solactive
は，2018年 1 月に新たなESG欧州株式インデック
ス「Solactive Sustainability Index Europe」をリリ
ースしている39）．
　欧州連合（EU）は，政府，企業，NGO，国際
機関等幅広い声を反映し，欧州連合として SDGs
達成に向け取り組む事項を検討するため欧州委員
会の国連持続可能な開発目標（SDGs）検討会議
「SDGsに関するハイレベル・マルチステークホル
ダー・プラットフォーム」を設置した．2018年 1
月に開催された初会会合では，欧州連合として取
り組む優先事項として，SDGs への長期的な資金
動員手法や進捗報告手法等を進めることで合意し
た．
4 ．企業の取組状況
　では，どれだけの企業が SDGsに取り組んでい
るのだろうか．東洋経済新報社「CSR 企業総覧
2018」に掲載された日本企業1,413社の中で，SDGs
を参考にしている企業は326社（23％），検討中の
企業が141社（10％）であり，計33％の企業が
SDGs を参考又は検討中であった．前年（対象企
業1,408社）は，SDGsを参考又は検討中の企業数
が317社（全体の23％）であったため，10ポイント
（100社以上）増えていることが分かる．
　「SDGs に対する言及」については，Fortune 
Global 200040）にランクインした日本企業の公開デ
ータからの調査41）がある．2016年のフォーブスグ
ローバル2000ランクイン219社が対象の調査では33
％（72社）が SDGsについて何らかの言及をして
いたが，2017年のフォーブスグローバル2000にラ
ンクインした日本企業225社についての調査では，
7 ポイント増加し，40％（90社）が SDGs につい
て何らかの言及をしていた．
Ⅵ 企業がSDGsに取り組む意義
　2030アジェンダは，「我々の世界を変革する」こ
とを目的としたものである．SDGs の意義は，そ
の「変革」の方向性を示している点である42）．わ
が国における SDGs 研究の第一人者で，各省の
SDGs 関連委員会等の委員を務めている蟹江憲史
教授43）によれば，「地球システムの制約の中で成長
を続けるためには，格差を解消し，人的・物質的
資源を有効に利活用しながら，いきいきと生活す
るための成長パターンを見出すことが最低条件で
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あり，SDGs にはそのことが書かれている．それ
は，将来の市場のあり方であり，投資の方向性で
あり，産業の育て方であり，そうした成長の測り
方である」と述べている．
　そこで，本章では，SDGs に取り組む目的・メ
リットや課題について検討する．
1 ．SDGsに取り組む目的・メリット
　ここで企業が SDGsに取り組む目的・メリット
について検討する．
　まず，メリットとして，SDGsの取組がビジネス
チャンスに繋がる点が挙げられる．SDGsのゴール
（目標）とターゲットは，国際社会が認識した共通
目標あり，しかも，2030年までに対策が必要な課
題である．加えて，SDGs のゴール（目標）とタ
ーゲットの多さは，ありとあらゆるビジネス展開
を可能とする．グローバル市場への事業拡大や資
本アクセスの緩和も期待できよう．市場規模は大
きく，ビジネスと持続可能な開発委員会（Business 
& Sustainable Development Commission）のSDGs
を中心に議論した報告書「BETTRE BUSINESS 
BETTER WORLD」には，持続可能なビジネスモ
デルによりもたらされるビジネス価値は，2030年
までに食料及び農業2.3兆USドル，都市と都会の
モビリティ3.7兆USドル，エネルギー及び原材料
4.3兆 US ドル，健康及び福祉1.8兆 US ドル，以上
4 つの経済システムを通しただけでも計12兆 US
ドル（実体経済の60％）となり， 3 億 8 千万件以
上の雇用創出の可能性があることが示されてい
る44）．
　既にツールがあることもメリットの 1 つである．
SDGs を企業戦略に活用するために一からツール
を開発する必要はなく，既存のツールを活用する
ことが時間・コストの面から有効である．たとえ
ば，国連グローバル・コンパクト，GRI（The Global 
Reporting Initiative），そしてWBCSD（持続可能な
開発のための世界経済人会議）が共同開発した
「SDG　COMPASS―SDGs の企業行動指針」（以
下「SDGsコンパス」という．）は，企業が，いか
にして SDGs を経営戦略と整合させ，SDGs への
貢献を測定し管理していくかに関し，指針を提供
している ．各企業の事業に SDGsがもたらす影響
を解説するとともに，持続可能性を企業の戦略の
中心に据えるためのツールと知識が提供されてい
る．SDGコンパスは， 5 つのステップから構成さ
れている．それらは，（1）SDGsの理解，（2）優先
課題の決定，（3）目標の設定，（4）経営への統合，
（5）報告とコミュニケーション―である．SDGs
と事業内容の関連付けを検討する際など，SDGコ
ンパスは参考になるだろう．よって，今後，企業
が SDGsコンパスを参照する機会は増えると考え
られる．
　また，多様なステークホルダーと連携ができる
こともメリットの 1 つである．SDGs では，各国
政府，地方行政，国際機関，学術機関，NGO，民
間企業が参画している．人材・技術・資金力・ア
イデアを有する企業が SDGs達成に貢献すること
は，期待や信用に繋がり，企業価値を高めること
が可能である．
　そして最大のメリットといえるのが，SDGs が
ESG 投資に繋がるという点である．SDGs への取
組や達成は，投資家の企業評価を行う傾向に満足
を与え，ESG投資の関心に繋がることは容易に想
像できる．ESGとは，環境（Environment），社会
（Social），ガバナンス（Governance）の 3 つの観
点を総称したものである．近年，この非財務情報
である環境・社会・ガバナンスを機関投資家が注
目している．その背景には，生活に対する不安や
環境問題，公害問題，雇用問題，そして次世代の
社会保障問題などがある．これらは諸外国に限っ
たことではなく，わが国においても切実な問題で
ある．近年，企業の長期的な成長のためには，こ
のESGが必要だという考え方が世界的に広まって
いる．そのため，事実，ESGの取組を評価して投
資判断に生かす「ESG投資」が日本でも急速に拡
大している．2013年の投資金額は 1 兆円に満たな
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かったが，2015年には26兆6873億円に跳ね上がり，
2016年には57兆567億円とさらに倍増した45）．この
急激な伸びの理由として挙げられるのが，約130兆
円という世界最大の公的年金基金を運用するGPIF
が，2015年 9 月に国連の責任投資原則（Principles 
for Responsible Investment：PRI）に署名したこと
である46）47）．東証一部上場企業約1,970社の内，約
4 分の 1 が GPIF と日本銀行が筆頭株主であるこ
とから，ESG投資への対応を考える上でも，世界
共通の言語とも言われている SDGsは，機関投資
家が投資判断を行う時に有効である．投資への期
待という点からは，各企業において SDGsとの関
連付けが求められる．
2 ．SDGsに取り組む課題
　一方，企業が SDGsに取り組む課題については，
どうだろうか．まず，SDGs は世界が向かってい
く潮流であり，企業はそれに適応せず逆行してい
ては生き残ることができないことを認識すること
が求められる．これは企業にとってもハードなこ
とであるが，持続可能な事業を展開していくため
には SDGs に取り組まざるを得ない．この状況を
無視するという選択肢は残されていないといって
も過言ではない．SDGs に企業のビジネスモデル
を合わせ，組織が一団となって取り組むことが企
業の長期的ビジョンの中で重要といえる．
　SDGsの「誰一人取り残さない」という理念は，
人権の基本的な原則を反映している．これまで
SDGs と人権については，それぞれで議論されて
いたが，国連ビジネスと人権フォーラムにおいて
も，「SDGs×ビジネスと人権」の議論への関心が
高まっており，持続可能性や人権への配慮が重視
されている．今後，SDGs の取組とビジネス，そ
して人権や貧困などの根本的な課題を連動させて
取り組むことも求められる．
　前述したように，SDGsがESG投資に繋がるこ
とが最大のメリットであるが，単に取り組むだけ
では不十分であり，しっかりと情報を説明し，開
示・提供していく必要がある．現時点で SDGs の
取組状況の報告が企業に求められているわけでは
ないが，多様なステークホルダーとの連携や投資
家への情報提供を考えるならば，たとえば，CSR
報告書と年次報告書との「統合報告書」のような
ものに SDGs の視点を入れることは必須であろ
う48）．その点からは，予算の問題も大きい．
　また，SDGs の取組が本来の企業活動を阻害す
る可能性も十分ある．たとえば，環境を守るため
に開発ができない，また経済の循環を生むことが
できないケースが考えられる．そのような状況下
において，何を優先すべきか，又は具体的な企業
戦略にどう SDGsを組み込むかという点について，
企業として熟慮することが必要となる．
　組織内の理解を深めることも課題である．経営
者の意識が低い場合，反対に現場の意識が低い場
合もある．経営者の意識は，ESG投資の現状を共
有することで変えることは可能であろう．トップ
ダウンにしろ，ボトムアップにしろ，SDGs に熱
心に取り組もうとする者とその他の者，たとえば，
企業のトップと現場の温度差をどう埋めていくか
という問題や，手段とスピードについても検討が
必要である．部局内の横展開も重要である．トッ
プダウンの場合は比較的 SDGsに取り組みやすい
かもしれないが，現場に理解を深めるために，ま
ずトップの意思をアピールすること，そしてCSR
の担当部部署と方針を検討し，ほかの部署に横展
開していくことも一案であろう．
　加えて，SDGsが，「世界共通の言語」という点
が挙げられる．ESG投資家などのステークホルダ
ーが企業価値を評価する際に，SDGs を共通言語
にしているため，企業が何に取り組んでいるかは，
日本語や英語といった言語に関係なく SDGsロゴ
やアイコンを見れば一目瞭然である．つまり，当
該企業が SDGsに取り組んでいるか否か，どのよ
うな取組をしているかはそれら SDGsのアイコン
等により世界中の誰でもが容易に認識することが
でき，評価できる仕組みを持つため，競争力に大
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いに関係してくるということである．よって，
SDGs を「世界共通の言語」として認識し，関わ
るビジネス領域との関連を把握し，ビジネスチャ
ンスを模索することが，企業の持続可能性へとつ
ながる．SDGs を経営に取り込み，ステークホル
ダーにうまくアピールすることができれば，ビジ
ネスに幅が出るだけでなく，会社としての能力を
高めることができる．ただし，17のゴール（目標）
全てに取り組む必要があると誤解しないよう，
SDGsをしっかり認識しておく必要がある．
　SDGs への理解が深まっているとはいえ，まだ
まだ我が国においては浸透しているとは言い難い．
SDGs に取り組む第一歩として，事業と SDGs と
関連付ける「ラベリング」が多く行われているが，
それだけで SDGs に取り組んでいると誤解しては
ならない．ラベリングから始まり，課題の洗い出
し，新たな事業戦略を策定，企業価値やビジネス
チャンスの創出につなげることができるかが肝と
なる．
Ⅶ お わ り に
　SDGsは，多様なステークホルダー，たとえば，
先進国，途上国，民間企業，NGO，有識者等の役
割を重視し，「誰一人取り残さない」社会の実現を
目指して，経済・社会・環境の三側面をめぐる広
範な課題に統合的に取り組むものである．国内外
において SDGs への関心は急速に広がり，日本企
業においても具体的な取組が始まってはいるが，
ラベリングに留まることなく本業への組み込みを
図ることが必要である．特に，企業の従来の取組
を拡張して，社会課題の解決を図ること（インサ
イド・アウト）と社会課題の解決に向けて，ビジ
ネスモデルを組み立てること（アウトサイド・イ
ン）の双方のアプローチが重要である．
　他方，課題と目的の明確化や組織横断的な検討・
体制づくりなど課題もある．SDGs をうまく活用
できるかどうかが，今後の企業競争力を左右する
ことは間違いない．SDGs が一過性のブームに終
わることなく，これからの国際社会，とりわけ2030
年の国際社会において日本企業が世界の中で存在
感を示すためには，多様なステークホルダーと連
携しつつ，新たな事業戦略を策定し，企業価値へ
の反映，共通価値の創造，変革，イノベーション
など新たなビジネスチャンスを作り出し，日本企
業の強みを生かす必要がある．
　2030年に向けて企業がどのような形で SDGsを
取り込み，取り組んでいくのか，その将来的な結
果を踏まえ，企業がこれからの社会においてどの
ように発展するかについては，今後の課題とした
い．
1） 企業の社会的責任とCSRが全く同じものであるか
については，検討の余地があるが，本稿では同じも
のとして扱う．
2） その代表としては，江戸中期の儒学者・石田梅岩
が説いた『都鄙問答』や江戸時代から明治時代にか
けて今の滋賀県（近江）を本拠地に活躍した近江商
人の「三方よし」の理念が挙げられる．（岡本享二
「CSR 入門」（日本経済新聞社，2012年）31頁以下，
経済産業省「企業の社会的責任（CSR）に関する懇
談会　中間報告書」（経済産業省，2004年）6・ 7 頁
（同省ホームページ参照）．
3） （経済産業省「企業会計，開示，CSR（企業の社会
的責任）政策」同省ホームページ参照）．
4） 大隅健一郎・鈴木竹雄「私の会社法改正意見」（商
事法務№713，1975年）454頁．
5） 田中誠二「株式会社の社会的責任についての商法
上の立法論的考察」（亜細亜法学第 9 巻第 2 号，1974
年） 7 頁．
6） 西野嘉一郎・竹内昭夫・山城章・河本一郎「企業
経営と社会的責任」（商事法務№618，1973年）10頁．
7） 菅原菊志「企業の社会的責任」（法律のひろば29
（ 2 ），1976年） 8 頁．
8） 稲葉威雄「会社法改正に関する各界の意見」（商事
法務№725，1976） 4 頁．
9） 石井照久・鴻常夫『会社法　第一巻』（勁草文庫，
1977年）42頁．
10） 蟹江憲史「SDGs（持続可能な開発目標）の特徴と
意義」，「学術の動向」編集委員会編『学術の動向』
（2018年 1 月） 8 頁参照．
121森：SDGsについての一考察
11） SDGs の策定に向けて公開作業部会が設置され，
2013年 3 月から2014年 7 月にかけて全13回開催され
ている．最終回（第13回）では，夜を徹した議論の
末に成果文書が号され17のゴール，169のターゲット
が提案された．詳細については，岡田未来「持続可
能な開発目標（SDGs）とは何か」北脇秀敏ほか編
『持続可能な開発目標と社会貢献―フィールドから見
た SDGs―』（朝倉書店，2017年 9 月） 5 頁以下参
照．
12） ターゲットの中には，2020年や2025年を達成年限
としているものもあるが，SDGs全体としては，2030
年に向けた世界目標である．
13） 持続可能な開発目標（SDGs）推進本部会合（第 1
回）議事概要．外務省ホームページ（http://www.
kantei.go.jp/jp/singi/SDGs/dai1/gijigaiyou.html）参
照．
14） 「SDGs実施指針」首相官邸ホームページ（https://
www.kantei.go.jp/jp/singi/SDGs/dai2/siryou1.pdf ）
参照．
15） 8 つの優先課題と具体的施策の例は，①あらゆる
人々の活躍の推進（一億総活躍社会の実現／女性活
躍の推進／子供の貧困対策／障害者の自立と社会参
加支援／教育の充実），②健康・長寿の達成（薬剤耐
性対策／途上国の感染症対策や保健システム強化／
公衆衛生危機への対応／アジアの高齢化への対応），
③成長市場の創出，地域活性化，科学技術イノベー
ション（有望市場の創出／農山漁村の振興／生産性
向上／科学技術イノベーション／持続可能な都市），
④持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備
（国土強靱化の推進・防災／水資源開発・水循環の取
組／質の高いインフラ投資の推進），⑤省・再生可能
エネルギー，気候変動対策，循環型社会（省・再生
可能エネルギーの導入・国際展開の推進／気候変動
対策／循環型社会の構築），⑥生物多様性，森林，海
洋等の環境の保全（環境汚染への対応／生物多様性
の保全／持続可能な森林・海洋・陸上資源），⑦平和
と安全・安心社会の実現（組織犯罪・人身取引・児
童虐待等の対策推進／平和構築・復興支援／法の支
配の促進），⑧ SDGs実施推進の体制と手段（マルチ
ステークホルダーパートナーシップ／国際協力にお
けるSDGsの主流化／途上国のSDGs実施体制支援）
―である．
16） 鈴木秀生「基調講演 1 　SDGs先進国を目指して」
（日経新聞2018年 2 月20日，12面）．
17） 鈴木・前掲16）12面．
18） 国連ハイレベル政治フォーラム（HLPF）は，2030
アジェンダの国際的なフォローアップとして最も重
視され，自国の2030アジェンダに関する取組を発表
する「自発的国家レビュー」が注目度の高いイベン
トである．2017年はわが国を含む43か国が参加した
（2016年は22か国）．
19） 岸田外務大臣（当時）による国連ハイレベル政治
フォーラム（HLPF）プレゼンテーションについて
は，外務省ホームページ（http://www.mofa.go.jp/mo 
faj/files/000274847.pdf）参照．
20） 首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/
jp/singi/SDGs/pdf/actionplan2018.pdf）参照．
21） 筆者は，本円卓会議に内閣府関係者として出席し
ているが，詳細については，「持続可能な開発目標
（SDGs）推進円卓会議（第 4 回会合）議事録」SDGs
円卓会議，首相官邸ホームページ（https://www.kan 
tei.go.jp/jp/singi/SDGs/entakukaigi_dai4/gijiyousi.
pdf）参照．
22） 企業としては，サラヤ株式会社及び住友化学株式
会社が SDGs推進副本部長（外務大臣）表彰，吉本
興業株式会社及び株式会社伊藤園が特別賞「SDGs
パートナーシップ賞」を受賞している．詳細につい
ては，首相官邸ホームページ（http://www.kantei.go. 
jp/jp/singi/SDGs/）参照．
23） SDGs 推進本部設置根拠（持続可能な開発目標
（SDGs）推進本部の設置について（平成28年 5 月20
日閣議決定）では，同本部の庶務は，内閣官房にお
いて処理するとされているが，会合の運営等は主に
外務省が協力という形で行っている．
24） 内閣府地方創生推進事務局ホームページ（http://
www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/kaigi/SDGs.
html）参照．
25） 初年度（2018年度）の選定については，内閣府地
方創生推進事務局ホームページ（http://www.kantei.
go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/teian/sdgs_sentei.html）
参照．
26） 詳細については，内閣府地方創生推進事務局ホー
ムページ（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kan 
kyo/pdf/sdgs_pura_gaiyo.pdf）参照．
27） 経済産業省ホームページ（http://www.meti.go.jp/
press/2017/12/20171215002/20171215002.html） 参
照．
28） 経済産業省ホームページ（http://www.meti.go.jp/
122
press/2017/02/20180219001/20180219001.html） 参
照．
29） 持続可能な開発目標（SDGs）推進円卓会議（第 4
会合）における二宮雅也・日本経済団体連合会企業
行動・CSR委員長発言．同会合議事要旨 2 頁．総理
官 邸 ホー ム ペー ジ（https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/SDGs/entakukaigi_dai4/gijiyousi.pdf）参照．
30） 二宮・前掲29） 5 頁．
31） 経団連ホームページ（http://www.keidanren.or.jp/
policy/cgcb/2017shiryo1.pdf）参照．
32） 西村淑子・國吉愛美「証券業界における SDGs推
進に向けた取組みとその意義」（月刊『資本市場』№
390，2018年 8 月）26頁以下参照．
33） 日本証券業協会ホームページ（http://www.jsda.
or.jp/katsudou/kaigi/chousa/SDGs_kon/index.
html）参照．
34） 全国銀行協会は，国内で活動する銀行，銀行持株
会社および各地の銀行協会を会員とする組織で，メ
ガバンク，地方銀行等が正会員，ネット銀行等も準
会員となっている．
35） 全国銀行協会ホームページ（https://www.zengin 
kyo.or.jp/abstract/charter/#）参照．
36） サステナビリティ・ESG 投資ニュースサイト
（https://sustainablejapan.jp/2016/05/04/msci-acwi-
sustainable-impact-index/22055）参照．
37） THE WORLD BANK ホームページ（http://www.
worldbank.or.jp/debtsecurities/cmd/htm/press_
release170309_SDGS_BNP.html）参照．
38） HSBCのNews Release「HSBC，世界初の SDG社
債を発行」（2017年11月23日）．HSBC ホームページ
（http://www.about.hsbc.co.jp/ja-jp/news-and-media）
参照．
39） サステナビリティ・ESG 投資ニュースサイト
（https://sustainablejapan.jp/2018/01/29/solactive-
sustainability-index-europe/30346）参照．
40） Fortune Global 2000は，フォーブス誌が毎年発表
する世界の公開会社（public company）上位2000社
のランキングリストである．
41） フォーブスグローバル2000（2016年版・2017年版）
と各社公開情報を基に富士通総研作成．
42） 蟹江・前掲注10）11頁．
43） 慶應義塾大学大学院教授，国連大学サスティナビ
リティ高等研究所シニアリチーチフェロー．内閣府
自治体 SDGs推進評価・調査検討会委員，外務省持
続可能な開発目標（SDGs）推進円卓会議委員，環境
省ステークホルダーミーティング構成員等．
44） 報告書「BETTRE BUSINESS BETTER WORLD」
（http://report.businesscommission.org/uploads/
BetterBiz-BetterWorld_final.pdf）参照．
45） 「サスティナブル投資残高調査2016」日本サステナ
ブル投資フォーラムホームページ（http://www.jsif.
jp.net/参照）．
46） 年金積立金管理運用独立行政法人ホームページ
（http://www.GPIF.go.jp/topics/2015/pdf/0928_sig 
natory_UN_PRI.pdf）参照．
47） PRIはESGに配慮して投資するイニシアティブで
あるが，PRIの最終目標は，機関投資家がESG問題
を投資の意思決定の材料とし，受益者のために長期
的な投資成果を向上させることにある．棚橋俊介ほ
か「PE投資における PRI（ESG）の現状と有効な活
用法」（年金と経済 Vol. 30 № 4，2012年）37頁，星
野聡子ほか「グローバルなESG投資の潮流と日本の
展望」（三菱UFJ信託資産運用情報2016年 1 月号）1
頁．
48） 投資家にESG情報を開示するために，財務情報と
非財務情報を合わせた統合報告を実施する企業数が，
2014年末の141社から2017年末には341社にまで増加
している．
